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A protype of university is an educational organization where instructors engaged in 
professional studies provide a high level of educational services. No one can contradict 
this broad definition of university, but in reality, a lot of people disagree on it; that the 
universities nowadays cannot be those supplying the highest level of education, that 
the students cannot keep up with such academic training if this is the case, and so on.  
In the introductory section, I discuss the pluses and minuses of university strategies 
of attracting students in this age of dwindling birthrate. In the section that follows, I 
will criticize some kinds of competitive strategies based on the contestability theory. In 
the third section, sustainable university strategies will be proposed as a viable 
alternative. 
 
 
１．はじめに 
 
 大学には一つのプロトタイプがある。専門研究に従事する教員が高い水準の教育サービ
スを提供する教育組織である。この大枠の定義には何人も反論できない。しかし、現実面
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からは多くのものが異を唱える。現行の大学が最高位の教育機関になっていない。かりに
そのような教育水準を維持していたとしても学生が対応可能か、などである。 
 本稿では、少子化時代の学生獲得競争戦略の功罪を問うことを目的とする。次節では、
コンテスタビリティーの理論を援用して、大学の競争戦略を評価する。第３節では、持続
可能な大学の戦略を提示する。 
 
 
２．競争型組織の問題点 
 
 かつての大学入学競争率が高かった売り手市場の時代には、中・長期的な受験者増大策
をとることができ、どちらかというと、顧客満足というよりは、教育プロセス重視の戦略
をとることができた。すなわち、定員以上に学生が受験してくることがわかっているので、
できるだけその中から優秀な学生を入学させ、概ねフォーマルなカリキュラムで勉学させ
る機会をつくることで、ある程度成果をあげることができたのである。これに反して、昨
今のような入学希望者が大学の定員を割る可能性のある買い手市場では、そのような悠長
なことは言っていられない。まず、何よりもある一定数以上の入学志願者を確保して、顧
客満足まで考慮したカリキュラムと教育サービス体制をつくらなければならない。経済学
的見地からは、前者の売り手市場よりも後者の買い手市場の方が好ましい。たいして努力
しないでも入学希望者が見込めるなら、大学経営者はバランスのよい損益分岐点をみつけ、
中・長期的な改革路線を取れるであろう。しかし、受験者が大学を選択する買い手市場で
は、限られた経営資源の中で、まず定員以上の入学者を確保しなければならない。必然的
に、カリキュラムは戦術的になり、大学もサービス企業と化す。学生を顧客と呼ばねばな
らないほど最新の注意を払い、考えうる最大限のサービスを提供しようとする。設備面も
無視できない。便利で快適なキャンパスは当たり前で、立地やアクセスも重要である。教
員の側でもオフィスアワーや講義評価（teaching evaluation）はすでに定着した。現在は、
講義自体の質を高めるためのさまざまな工夫が行われている。教育サービス業なのである
から、そのようなことは当然と思われるかもしれないが、ただ一点、学生の理解、習熟度
についてはそう簡単ではない。 
いうまでもなく、大学は高レベルの教育機関である。たとえば、最先端の教育が義務づ
けられている医師系や理系は、学生の水準に関わらず、ある教育水準を維持しなければな
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らない。それらの分野でなくても、国家試験や資格試験を受験しようというものは、理系・
文系を問わず、習得しなければならない学習領域がある。このように、学生が確固たる目
的をもって大学に入学し、その目標に向かって刻苦勉励するなら、大学はかなりの程度無
差別である。大学間格差は偏差値ではなく、そのような学生への教育サービスをどう設定
するかといった問題になる。法科大学院はまさにかくのごとく目的が明確な教育機関であ
り、言葉を換えれば、高水準の職業教育機関といってもよい。しかしながら、一般に、大
学は必ずしもピン・ポイントで入学の目的を持っているものばかりが入学してくるわけで
はない。モラトリアムと呼ばれるような、とりたてて４年後ないしは２年後に自分がどの
道に進むか目的意識のないものもいる。医学部に教養を高めるために入学してくる学生が
いるかどうかは分からないが、概ね彼らは医師または医学系の研究者になるものが大半で
あろう。しかし文系、たとえば商学部への入学者で公認会計士や不動産鑑定士、税理士、
中小企業診断士を目指すものは少なくともマジョリティーではない。文学部に至っては、
さらにその傾向が強まるかもしれない。資格取得や卒業後の職業選択が確定しているもの
が、モラトリアム的な過ごし方をする学生よりも優位にあるとか正しいというような二分
法的な言い方は慎まなければならないが、当然のことながら、大学は自らの学部・学科の
特性をわきまえ、最適な経営戦略を採用しようとする。大学がかつてのように売り手市場
を維持できないとしたら、あるいは需給関係として売り手市場であっても、よりよい教育
成果をあげるためには、受験者のスクリーニングが不可欠となる。それゆえ、大学には常
に受験者を増加させるインセンティブが働く。 
 なお、大学にかぎらず、学校の評価は多種多様である。アメリカ、Ivy リーグの大学の
ようにノーベル賞学者や大統領、著名政治家、弁護士、実業家などを多数輩出しているこ
とで知られている大学やわが国のいくつかの大学のようにスポーツで知られているところ
もある。いうまでもなく、前者は卒業後の評価であり、後者は基本的に在学中の学生への
評価である。何れにしろ、大学は何がしかのステイタスを持っている必要があり、自ら特
長をアピールできない学校は、魅力のない学校として受験生に入学の動機をもたせにくく
なる。翻って、わが国の大半の大学は、短大、四年制大学を問わず、少子化ないしは需給
のバランスが取れないという意味での大学設置数の多さから、受験者獲得市場で恒常的に
競争しなければならない。 
 よりサイクルを短くできることで戦術転換を機敏にできる短期大学を例に、受験生獲得
競争の本質を考えてみよう。短期大学は学科を設置し、現在は時代の流れに沿って、セメ
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スター制やコース制をとるところが多い。セメスター (semester)制は講義を２学期に分割
し、講義と成績評価を別にやる制度だが、単純に年間 30回の講義を 15回にしているとこ
ろもある。講座にもよるが、通常どの科目でも１年 30回程度綿密に学習するというのは理
にかなっているが、どういう理由によるかが明確でないセメスター制もある。単純に 30回
分の講義内容が伴わないものや、全体的な科目数を多くみせるための工夫のようなものも
ある。たとえば「金融論Ⅰ」と「金融論Ⅱ」があり、後者が前者の修得が前提条件となっ
ている場合、実質的に「金融論」は一つの科目である。もっとも、Ⅱが「国際金融論」を
扱うものであったり、「消費者信用論」であったりする場合は別設置であっても問題ない。
というより、それらは異なった科目として配置する方が望ましい。たとえば経済学科や商
学科を設置しているならば、避けては通れないコア科目がある。経済学と企業関連科目、
さらに金融関連、マーケティング関連の科目である。かつてなら、経済学（ミクロ・マク
ロ理論）を中心にして政策、財政、金融、国際経済学が第二次グループを形成し、さらに
周辺応用科目として経営学や会計学、マーケティング科目が配置されていたし、合理的で
あった。 
経済理論がなぜ、経済学部ないしは経済学科の中心に位置するかといえば、経済理論は
理系科目における数学の役割を果たすからである。需要・供給の基礎を知らずしてマーケ
ティングにおける市場の議論の理解は難しい。インフレーションの理解なくして企業行動
を理解できるかどうか疑わしい。現在のように応用分野が多岐にわたるようになっても、
経済学のロジックを習得させようという考え方は残っている。むしろ、数学ないしは経済
数学を必修にするところも現れている。商学科でも基本的に、上述の考え方が否定される
わけではない。旧来からの伝統といってもよい必修科目および次位グループの専門科目、
さらに別の意味（教養を高める）で必修のリベラルアーツ群科目は、かなり合理的なカリ
キュラムだったといえよう。経済系習得の合理的道筋にしたがって、短期大学の商学科に
おいても、本来は同様の趣旨に則ってカリキュラムが構成されるべきであるが、非経済・
商学関係者の見識と大学のマーケティング的意向により、上記の科目設置のプライオリテ
ィーとグルーピングが崩されることがある。経済学の専門家ないしは関係者なら、商学科
で経済学と金融関連のないカリキュラムが失格であることに異を唱えるものはいないと思
うが、なかにはそれさえ気づいていないと思われる無残なカリキュラムを提示していると
ころもある。 
 コース制に至ってはさらに悲惨である。大学によってはコース制を単なる科目群のグル
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ーピングにしか使っていないところもある。通常、学部・学科の次位概念としてコースが
設置されていると考えられるから、コース設置には専門特化の証がなければならない。大
学のゼミナールと同種の特徴があるから、良くも悪くもある専門を学ぶためには他の専門
の修得を放棄するというトレードオフ的性格がなくてはならない。時間配分として可能な
ら、複数のコースに所属することもできるであろうが、要は専門領域の学識を高めること
である。大学はそのために、専門領域の講義を担当できる教員を置く必要がある。後に、
このことが大学のマーケティングに重要な要素になることを論証するが、何れにしろ、高
度な専門科目を教育する機関が大学であるなら、このような至極当然の統治能力が発揮さ
れなければならない。 
 かくのごとき、学部・学科におけるしかるべきカリキュラムやコース制の基本原則が守
られていない大学は、ほとんどカオス状態である。安直に、学生（受験生）の目を引きや
すい科目をつくってコース制を謳い、学部・学科の基礎となるべきコア科目を軽視するこ
とで満足な教育成果があげられないことになる。簿記検定３級を取得しても需給理論の基
本がわからない学生を輩出することにもなりかねない。この原因は、カリキュラム設計担
当者の見識と大学の誤ったマーケティング手法にある。大学経営者が短期的にでも、収支
を良好な状態に維持することは重要であるが、そのための経営資源の確保ないしは維持向
上を怠ると、中・長期的には組織の存続は難しくなる可能性がある。 
 ボーモル(W.J. Baumol)らは、コンテスタブル市場（contestable market）の理論でいく
つかの重要な結論を導き出した 1)。いかなる事業においても参入コストは不可欠だが、一
度投下したコストを回収できないことがある。これを埋没費用（sunk cost:以下サンク・コ
スト）と呼ぶ。サンク・コストの説明でよく使われるのは航空機市場である。航空機は高
額であるから、航空ビジネス業界に参入するには相当のコスト投下を伴う。しかし、航空
機がリースで使えれば、あるいは航空機の中古市場があり、退出時に売却できれば、比較
的容易に参入可能である。いま、市場が不完全競争ないしは独占的状態であるとき、独占
的企業は完全競争市場の状況よりも高い価格を設定することができるが、もしも他の企業
が参入すれば、独占的企業の高価格の維持は難しくなる。上述の例でいえば、航空産業に
低価格料金の新規企業が参入してくれば、かなりの程度既存（独占的）企業の顧客を獲得
できるであろう。既存企業は新規参入企業の低価格戦略に対応するために、ある程度時間
がかかるかもしれない。既存企業が新規参入企業の価格と同等ないしはそれ以下の価格に
移行するまでの期間、新規参入企業は利益を得ることができる。このような新規参入の戦
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略は「轢き逃げ戦略（hit and run strategy：以下 HＲ戦略）」と呼ばれるが、既存企業が
低価格化に成功すれば、新規参入企業も同産業からの退出の誘引が生じる。すなわち、新
規参入企業が HＲ戦略を実行できるためには、サンク・コストがゼロかきわめて低くなけ
ればならない。航空機が買い取りのみで、中古市場も存在しないならば、航空ビジネスへ
の参入の意思決定は容易ではない。ボーモルの議論は参入規制が経済的に好ましくなく、
自由市場を維持することで適正な市場が構築できるというものだが、コンテスタビリティ
ーの理論は、次のように大学の学生獲得戦略に敷衍できる。 
 教育ビジネスへの参入というと、教室を設け、教員を配置するというかなりフォーマル
なものとなり、サンク・コストがゼロまたは低水準とはいえない面がある。しかも、一度
設立した学校組織はビジネスの性格から、長期的に維持しようと努めるのが普通である。
そこで、本稿では、若干意味合いを変え、「参入」と「退出」を学科やカリキュラム、コー
スの「採用」と「破棄」とする。ある短期大学が新コース：Ａを採用したとしよう。この
Ａコースは比較的標準的なコースである。たとえば、マーケティング系列のバリエーショ
ンを想起させるようなものである。バリエーション科目としてはポピュラーではないが、
教員がある程度の時間準備をすれば講義が可能かもしれない。これに反して、コース：Ｂ
は資格取得を目指す職業訓練型コースである。専門の教員を配置して教育にあたらねばな
らない。問題はこれらのコース設置のコストである。教員を専任として採用した場合、最
近の雇用形態である任期付教員とは異なり、通常は定年退職まで教員職にある。当該教員
が定年までカリキュラムに合致し、十分なコスト対効果（以下、コストパフォーマンス：
ＣＰ）が得られるなら、彼らのコスト（賃金）はサンク・コストではない。不幸にして、
カリキュラムの変化に対応できない科目を専門領域としていたり、学生の履修者が極端に
少なかったりした場合、彼のＣＰは疑わしくなる。何らかの高位の地位に就いたり、公職
に就いたりして、担当講義数が著しく減少した場合も同様のことがいえる。もちろん、大
学教員の評価は一義的には研究業績で評価されるべきものだが、大学経営の観点からは、
当座の講義担当者としての資質を評価されるであろう。いうまでもなく、任期付教員はカ
リキュラムに対応しなくなったり、講座を閉鎖したりすることによる契約終了の措置をと
ることにより、契約継続によるコストを回避することができる。まさにコスト回収が終わ
ったのである。非常勤（兼任）講師も類似したとらえ方ができる。専任教員をサンク・コ
ストに関連づけることに若干無理があるかもしれないが、専任契約に基づいて、若い教員
を採用したとすると、もし、彼が大学の変化に対応せず、たとえば 30歳から定年の 70歳
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までの 40年間、自らの専門領域に固執し、大学が指定する講座、あるいは大学が望んでい
る講座を担当しなかったことを想定すると、多額のサンク・コストが発生していると考え
ることができる。60歳前後の当該教員のコストなら若手の教員が複数雇用できるかもしれ
ないから、このような時代の流れや環境の変化に対応しない教員を雇用し続けると、エク
スプリシット・コスト(explicit cost)はもちろんのこと、インプリシット・コスト(implicit 
cost)も無視できないものがある。第一に、彼は講義によって組織に貢献していない可能性
がある。第二に、彼は組織の意思決定に関わることができる。第一の点について、大学組
織への貢献度が低い場合、当該教員は、第二の点で貢献しなければならない。そうでない
場合、彼のサンク・コストは無視できなくなる。 
契約社会のアメリカでは、よく知られるように、大学教員の終身雇用はテニュア
（tenure：大学教員の終身在職権）を獲得するまでは相当の研究業績を積まなければなら
ない。わが国の専任教員採用制度では、大学院修了者でも専任採用なら、事実上終身雇用
であるから、採用後の彼の研究成果や前述の大学や環境の変化に対応するかどうかは、未
知数となる。きわめて早期の青田狩りである。以前よりは薄まったとはいえ、出身大学の
教員が優遇されるという、いわゆる生え抜き主義（inbreeding）も依然として残っている。
このようなわが国の大学教員採用システムは、競争社会で学術的成果をあげ、その評価に
応じて大学への採用が決まるアメリカ型教員採用システムとは大きく異なるが、ヨーロッ
パの大学の伝統の流れを汲むわが国の大学教員採用システム ―― 俗に言う徒弟制度 
―― では比較的うまく機能していた部分もあった。つまり、大学教員は単なるスクーリ
ングから育成されるのではなく、大学院を担当するような長年の教歴と研究業績を有する
ものが、自らの責任と選別眼によって、優秀な若手教員をスクリーニングしていくことで、
大学教員の適性と資質を担保できたのである。端的に言えば、信頼に足る大学教授から推
薦された若手の専任講師候補者はそれなりに信用できるであろう。このような大学教員採
用制度を便宜的に「日本型講座制」と名づけ、競争環境の中における業績中心の大学教員
採用制度を「アメリカ型入札制」とすれば、何れのやり方にも一長一短がある。日本型は
指導教授ないしは医局講座制のような教授が絶大な権限を有している場合は、研究業績以
外の人間関係も問題となるかもしれない。その反面、優れた指導教授のもとには、優れた
門弟が集まることもある。よく知られた例では、ケインズ（J.M. Keynes）のサーカス 2)
と呼ばれる研究者集団やアメリカ、ハーバード大学の教授シュンペーター（J.A. 
Schumpeter）のもとに集ったサミュエルソン（P.A. Samuelson）やポール・スウィジー
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（Paul M. Sweezy）らの卓越した研究者集団が存在した。競争環境の中での成果を問われ
るアメリカ型の制度でも徒弟制度のようなものもあるといえよう。日本型制度も徒弟制度
だけで大学教員を育成しているわけではないので、総じて、アメリカと日本は類似した手
法で研究者を創ってきたといえよう。ただ、アメリカ型は基本的に競争を旨とするため、
評価制度が充実かつフェアでなければならない。この点において、日本型がアメリカ的研
究者雇用スタイルに近づいていくのであれば、それ相応の評価システムをつくっていかな
ければならない。これが不完全な場合、わが国の大学教員採用システムは看過できない欠
陥を露呈することになる。前述したサンク・コストが顕在化した教員はこれにあたる。す
なわち、わが国にテニュア制度があれば、たとえば 40歳以降に専任にするような契約制度
があれば、前例の 30～70歳教員は 10年間、彼の研究業績と教員としての適性をモニター
あるいはテストできるからサンク・コストを発生させないで済むかもしれない。 
 以上のような状況で、大学とくに短期大学でめまぐるしく変化する競争環境に対応でき
るであろうか。賢明な大学経営者はサンク・コストを発生させない手立てを講じるので専
門領域が固定され、自らの大学では今後も長期的にＣＰをとれる講座を担当できないよう
な教員を専任採用しないであろう。非常勤教員で急場を凌ごうとするであろうが、すべて
を非常勤というわけにもいかないので任期付教員として採用するかもしれない。そして、
講座自体も長期的に設置することを考えず、入学希望者が最大化するような講座名あるい
はコースを設定するであろう。経済学的にいえば、資本と労働という２変数を考慮せず、
資本を固定にして労働のみを可変とする短期的な生産関数を想起させる。このアナロジー
では、資本を可変にするということは、大学では入学定員を増加させることを意味する。
これにより、専任教員数も増加させることになるから、定員増による収入増も見込まれる
反面、教員増によるコスト増も考えなければならない。大学に最適規模が存在するかどう
かは、本稿のテーマではないので詳細には論じないが、大学でも“too big to fail”が妥当
するとすれば、大学経営者は規模の拡大を目指すのも一つの経営リスク回避策である。し
かしながら、この規模の拡大は範囲の経済（economy of scope）や規模の経済（economy of 
scale）が見込まれるものの、HＲ戦略はとりにくくなる。一つのコースに１人か２人の担
当者を充当することにより、コースや学科が成立するなら、そのコースを改変したときも
担当教員が超過する場合も１人か２人の最小限のコストで済む。コースを外れた教員が新
規のコースを担当するなどの対応力があれば、コストは発生しない。だが、一つのコース
に 10 人、20 人以上の専任教員がいる場合、もはや看板を変えることは難しくなる。確か
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に小規模短大は小回りが利くメリットがあるが、その反面、問題もある。サンク・コスト
を発生しないような当該小規模短期大学の HＲ戦略は、確かに一時的に功を奏し、うまく
いけば潜在的教育サービス需要者 ―― まだ評価が定まっていないような業態の資格取
得を目的とするコース等 ―― の関心を呼び、多くの入学者を獲得できるかもしれない。
ある意味で彼らは潜在的隙間需要者、すなわちポテンシャル・ニッチ（potential niche：
以下 PN）である。これに反して、比較的評価の定まっている科目群やコースなどを目指
す入学希望者は、現実を把握した需要者という意味でアクチャル・ニッチ（actual niche：
以下 AN）である。PN と AN にどのようなコースが該当するかは一概に言えないが、単純
に実績の薄いコースは PN に、実績のあるコースは AN になるだろう。もちろん“N”は
取り除いても構わないが、毎年、受験希望者を掘り起こすべく努力し、その実数が予想に
基づくものならば、“N”の表現はあってもよい。 
 さて、PN にしろ、AN にしろ、これらのコース設定にサンク・コストが存在しないなら、
既存の短期大学はやがて同種の戦略を採るだろう。一年か二年前に当該大学が奇抜で受験
生の目を引くコースをつくり、成功したなら（学生を獲得した）、他大学は同種のコースを
設置すればよい。失敗したなら（学生を獲得できなかった）そのコースを設置しなければ
よい。これらのコースは PN 対応であるなら、実績がその短期大学の評価基準になってい
ないので先行者利益（first mover advantage）は望めない。AN をしっかりつかみ、長年
の実績がある場合にかぎって先行者利益は発生する。したがって、PN では先行者利益が
望めないなら、二番手、三番手として競争する短期大学は、先行者の不手際を改善するこ
とで、より成功する可能性も出てくる。これにより、先行者の短期大学は、濡れ手に粟の
状況が悪化し、新規コースの利益が消失することになる。コンテスタビリティーの理論が
示唆するように新規参入が起こり、独占的利益は薄くなるか無くなるのである。「コースが
真似られた」などと憤慨するものは、所詮は大学も厳しい競争環境のなかにあることを理
解しないアナクロなのである。 
 それでは、サンク・コストが存在しないコース戦略はどのような末路を辿るのであろう
か。将来の大学経営に行き詰まりを感じた経営者が、設備を拡充したり、教員を充実させ
たりして顧客満足を向上させるために多額の資本を投下したとすると、これはなかなか他
の大学も真似のできないこともあるだろう。学生に時間とコストをかけて、学力や適応力
を身につけるというのは口でいうほど易しくない。たとえば、現在の倍以上の専任教員を
雇って少人数制の専門ゼミナールを設置するとなると、そのための人件費は相当上昇する。
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同規模の短期大学がそのような戦略を採用できるかどうかとなると、財政状況だけから言
っても難しいだろう。過去の経営上のアドバンテージの蓄積が功を奏するのはこのような
サンク・コストが存在するような戦略でこそ有効である。コストを主体にした競争戦略と
いうのは、ある意味簡単であり、単純である。 
 
 
３．支援型組織への移行 
 
 顧客固定化と販売促進の目的で、百貨店がクレジット・カードを導入した際、顧客への
特典としてカードによる購入にディスカウント戦略を導入した。定価販売を旨とする百貨
店がディスカウント、それも現金ではなく、カードでの購入にディスカウントしたのであ
る。ディスカウントないしは低価格販売などの価格戦略は、販売促進策としてもっとも安
易なものといえるだろう。世界的にみても高品質商品を生産しているわが国では、商品が
品質自体で競争するよりは、広告による訴求や各種販売促進、さらには単純に価格を下げ
ることがもっとも消費者に分かりやすい販売戦略になることがある。均質で高品質、さら
にどこの販売店でも大同小異のサービスとなれば、あとは価格差しかないと消費者は考え
るだろう。そこで、近年は家電量販店に象徴されるような大型小売店舗はほとんどディス
カウント戦略を導入している。要するに薄利多売しても仕入れ面でのコスト・ダウンが見
込まれるため、結果的に利益が計上できるという、いわばスケールメリット型のビジネス・
モデルである。ディスカウント販売戦略が仕入れ面でのメリットがない場合でも在庫一掃
による資金面でのメリットがある。要するに、家電量販店の存在は、販売店にとって「た
くさん売る」ということがいかに重要なルーチン業務であるかをわれわれに教えるのであ
る。 
しかし、ディスカウント戦略は諸刃の剣であった。仕入れ面でメリットが見込まれるま
での規模で販売店を拡大すれば、それなりのリターンはあるだろうが、同規模の類似店が
同種の戦略を採った場合、競合店同士のメリットはなくなることになる。消費者にとって
は低価格というメリットは残るが、販売店は低価格化が互いにデメリットに転化すること
になる。利益の低下である。この場合、大量仕入れが利益につながるので、大規模店舗な
いしは大規模のチェーン展開にすることが、この種の競争の前提になる。大規模店舗が他
に利用可能なら売却やリースによってコストを回収できるから、サンク・コストは低く抑
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えられるかもしれないが、店舗や設備が他に転用・処理できないようなものなら、規模の
拡大に応じたサンク・コストが発生することになる。店舗や施設は物理的に処理可能でも、
一般には資金獲得面などでは企業規模は前提条件になるので、金融的側面を考慮した場合、
大規模化戦略はサンク・コストを発生させがちである。このように、零細小規模店舗でも
導入可能なきわめて容易な価格戦略は、サンク・コストがゼロの状態から高額の状態まで、
スペクトラムの広い普遍的戦略でありながら、どの店舗でも有効な戦略となりうる。しか
し、価格差に応じて消費者が店舗を選択する範囲が広がる。50,000円の家電商品が他店で、
49,800 円で販売されていたとしても、店舗移動コストが 200 円を上回るなら、50,000 円
の店舗で購入する可能性が高い。だが、移動コストが 200円と同等なら他店で購入するか
もしれない。何れにしろ、この消費者の店舗選択の要は、価格情報の入手可能性である。
販売店側は、他店より高い価格づけしている場合、その情報が公的情報（情報入手にコス
トがかからないこと）にならないことであり、逆に他店より低い価格をつけている場合は
公的情報になり、顧客の移動コストが最低限になるよう願うであろう。郊外でみられる大
規模家電量販店の隣接出店は、顧客の価格情報の入手コストの低減化に効果がある 3)。H
Ｒ戦略はサンク・コストが発生しない場合に使われる用語なので、家電量販店の価格競争
にはもっともふさわしい表現となる。 
 大学の HＲ戦略がコースやカリキュラムの改変であることはすでに述べたが、度重なる
コースの改変に教員がすべて対応できていたら、サンク・コストはほとんどゼロである。
経済学を専攻している教員が金融コースやマーケティング、起業、会計まで幅広く対応で
きたとしたら、大学経営者は彼を珍重するだろう。もう一つのうまい手は、コース担当者
に専任教員をあてるが、専門領域と関連づけない手法である。講義を非常勤教員に担当さ
せることで、いとも簡単にコース改変すなわち HＲ戦略を遂行できる。もしこれがあたり、
入学生が列を成したとしたら、競合大学が新規参入しないかぎり、当該大学は利益を享受
できる。しかし、所詮はパイ（pie）の奪い合いであるから、当該コース希望のＰＮが一定
数なら、獲得した学生数が他の組織、機関、部門の不利益にならないように配慮しなけれ
ばならない。同一経営母体の下部組織と競合したり、単一コースが肥大化したりしたこと
により、他コースが圧迫されてはならない。危惧すべきは HＲ戦略が終焉を迎えたときで
ある。コースが看板倒れだったり、資格取得までの道のりが過酷だったり、あるいは競合
大学が当該コースを設置して学生獲得に成功したりすると、結果的にディスカウント戦略
と同じく、自分で自分の首を絞めることになる。利益が出なくなるのである。 
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 本節での問題にするのは、このような HＲ戦略が大学にとって中・長期的に有効かどう
かである。HＲ戦略は手軽で低コストなので、軽量戦略としてはまさにディスカウントと
同じ類のものである。低価格をセールス・ポイントとする量販店は低価格でなければ存続
しない。同様に、ＨＲ戦略を採用する短期大学は、アイディアが枯渇するまでその戦略を
続けなければならない。換言すると、競合他大学にいわゆる「いいとこ取り」され、入学
者が平準化する傾向が強まるだろう。人によってはＨＲ戦略を独自のアイディアと曲解し、
他大学が類似の戦術を採ると「真似られた」とか「盗まれた」といった理解の仕方をした
り、教職員からアイディアが漏洩したと解釈したりするものが出るが、これは情報のスピ
ルオーバ （ーspillover）ではない。マーケティングの根本の一つは、低コストで広く自社・
自企業の販促情報を理解させることである。大学の広告やパンフレット、オープン・キャ
ンパス、高校教員への説明会、そして学生間の情報交換等々。これで、教職員に戦略・戦
術のスピルオーバー防止を誓わせるなどというようなことがあれば、それを断行する経営
者の適性は著しく疑われるであろう。現在、流失させてはならない情報は個人情報だけで
ある。 
 学校経営者ないしはマーケティング担当者のアイディアが未来永劫枯渇せず、コースや
カリキュラム変更に伴うコストも最小限で済むならば、この短期大学も未来があるかもし
れない。しかし、このような大学組織は以下のような問題を抱えることになるだろう。 
 
（１）軽量組織の問題：スキルの消失 
 教育の成果は短期間では上がらないというのが教育に携わるものの常識である。たしか
に資格試験等に合格させることで、一時的に目に見える成果は出る。だが、大学はゼミナ
ールを開講するなど、どちらかというと専門領域について深く教育するところである。四
年制大学の教員をみれば、いかに細分化した専門領域で対応しているかがわかる。ある規
模以上の経済系学部なら、経済理論、（マクロ理論、ミクロ理論、マルクス経済学）、数理
経済学、計量経済学、経済成長理論、情報理論、国際経済学、金融論、消費者信用論、銀
行論、貨幣的経済学、国際金融論、投資管理論、産業組織論、経済史、経済学史、財政学、
統計学、経済数学などの教員スタッフを擁するだろう。これに周辺領域の経営学、マーケ
ティング、会計関連を加えると、優に 20～30 名を超える専任教員の組織になる。これら
の専門領域（科目）は、伝統ある経済学の伝統によって認知されたものだから、何れも今
後消失するようなものではない。したがって、コア科目として一つのフレームワークを形
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成することになるが、専門領域で十分な教育効果を期待するためには当然の陣容である。
では、小規模の短期大学商学科で上記のような陣容を維持できるであろうか。商学科であ
るから、経済学の他、マーケティング、経営学、会計学の４つがコアになる。さらに細分
化すると経済学（理論）、金融論、国際経済学、国際金融論、経済政策、マーケティング管
理、サービス・マーケティング、広告論、ＩＴビジネス、企業論、国際経営、労務管理、
財務会計、管理会計、財務諸表論、監査論などが次位グループ科目になる。どう整理して
も商学科としては 10 科目程度のコア科目が必要であるから、10 名程度の専門領域の専任
教員が必要になる。「商学科」の看板を掲げているかぎり、上記専門領域は長期間消失した
り、陳腐化したりしない。英語学部・学科やそれに類似した学部・学科で英会話ができな
い教員ばかりで占められるようなことがありえないように、商学部・学科でコア領域の専
門研究者が置かないということはナンセンス以外なにものでもない。ありえないことであ
る。経済系や商学系の専門家なら上記のような領域ごとの専門分布は自明のことであり、
議論はそれらにいかにアップトゥデートするかになる。たとえば、コンピュータ会計や金
融工学、福祉、ソーシャル・マーケティング、ヒューマン・リソーシス、リスク・コント
ロール、ＣＳＲ（企業の社会的責任：Corporate Social Responsibility）などをどう取り入
れるかのアドバンスした議論が展開されるであろう。コアはあるものの時代の趨勢に沿っ
て、大学経営者は大学のカリキュラムにいかに取り込んでいけるかを検討し、専門領域の
拡大に対応し、大学教育に瑕疵のないよう配慮し、特徴とするようにデザインするであろ
う。 
 四年制大学であれ、短期大学であれ、大学は検定教科書で教授していない以上、独自に
カリキュラムを構成し、講義内容を検討しなければならない。かくして、大学教員は大学
教育についてのビジョンがなければならない。他大学のイミテーションによるカリキュラ
ム作成能力しかないのに、他大学への情報漏洩を危惧するのは滑稽である。 
 
（２）評価の問題：経営資源の流失 
 大学教員が専門家集団で構成されているなら、組織のヒエラルキーは概ね研究業績が基
本になる。もちろん年功や職位、役職などによる通り一遍の力関係はあるが、裁量制労働
者は個々に独立した専門家であるから、昇任はもちろんのこと、研究テーマの選択から論
文や著書の作成・公刊、さらには制約はあるものの他大学への転任、留学に至るまで、研
究者個人の意思決定によることがほとんどである。学問的落差利用法を認めるなら、専門
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家の集中度が高く、研究業績の水準が高いほど、学問的守備範囲と応用範囲は広くなる。
上述の例でいえば、数理経済学者は経済理論家であるし、計量経済学者は統計学も自家薬
籠中の物としているだろう。同時に財政学が専門のものは経済政策に通じているし、経済
政策の専門家は金融論も担当できる。国際金融論の専門家は国際経済学やマクロ経済学、
金融論、経済史に通じていなければならない。一般に、研究者がインターディシプリナリ
ー（interdisciplinary：学際的）であるかどうかは、確固たる専門領域の成果があるかによ
り、さらに、それと関連する領域や同定できる他の領域への研究心が成果をうむのである。
すなわち、バイタリティーや知性、知的好奇心など、研究者としての資質のすべてが関係
する。学問的落差法を肯定するなら、研究者は他の領域でも専門論文を公刊できるであろ
う。 
 
 したがって、本稿でモデルとして取り上げているような軽量型 HＲ戦略を駆使しようと
思うなら、他分野への転換あるいは担当が容易な重量型の研究者を雇用する方が結果とし
て低コストで済む可能性がある。もちろんその研究者が引き受けるかどうかはわからない。
しかし、専門研究の履歴のない実務タイプの教員は、インターディシプリナリーであるか
どうかは難しい。これは何を専門にもつか、どの領域から研究を始めたかが重要である。
コンピュータ科目担当者が、計量経済学のモデルを使って経済学を教授するよりは、経済
学の専門家がコンピュータを勉強した方がベターである。同様に、社会学者が経済学を研
究するよりも、経済学研究に専念した者が社会学を研究した方が成果は上がるであろう。
何れにしろ、専門研究者の応用範囲は広いので、大学組織内で彼らの評価を誤ると、彼ら
専門研究者の職務遂行インセンティブは低下せざるを得ない。カリキュラム全般を見渡せ
るものが、見渡せないものの傘下に入るだけでなく、正当な労働報酬を受けていないとな
れば、やがてこの大学は専門家を流失させる環境をつくるであろう。働き甲斐のない職場
で安閑としているぐらいなら、他の職場を選択した方が彼のキャリアは維持できるからで
ある。もちろん、これは大学教員に限らず、一般職員も同じである。端的に言えば、異動
の多い大学は人事評価が首尾よくいっていない組織である。 
 大学教員の評価は難しい。研究業績が最上位にあるが、ややもするとそれすら理解して
いないかもしれない。人事評価に人格識見を持ち込むなど論外だが、往々にして、「総合的
評価」などという耳障りな言葉を弄して裁量的に評価しようとするところもないではない。
学部長や学科長、あるいは学長が見識の高い研究者なら問題は少ないが、不幸にしてその
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ような人物でない場合悲劇が起こる可能性が出てくる。昨今の風潮を取り入れた成果主義
を大学教員にも導入するなら、最低限 360 度評価法（すべての教員が等しくすべての教員
を評価する）でなければならない。これを誤ると学問の世界では異常な出来事が発生する。 
なお、専門分野への適性と成果に年齢が関係していると指摘されることがある。次のエ
ピソードは興味深い。 
 
「私は高校時代に先生の社会学の書物を読みかじっていた。私は経済
学になじめず、小説家になることはすでに断念していたにしても、社会
学に転向することは時々考えた。先生はそのような計画に強く反対した。
『私の経験から申しまして社会学は何歳になっても出来ます。けれども
経済学、とくに数学的思考法によりますものは、若い時でないと吸収で
きませぬ』」4) 
 
 ここで、「私」は後に数理経済学を中心に世界的経済学者となる森嶋通夫教授（1923～
2004：LSE（London School of Economics）名誉教授）であり、「先生」は高田保馬博士
（1883～1972：京都大学名誉教授。大阪大学名誉教授）である。一般に、理数系は若年時
に、社会科学系、人文系は壮年期になってからの方が、成果が出るといわれている。森嶋・
高田レベルでなくても、多かれ少なかれ、研究者のピークはひとつの傾向を示すものと思
われる。さらに教師としては、残念ながら若い教員は経験を積み、講義が上達しているは
ずの年長者よりも学生に人気があるという。このようにみてくると、大学教員は専攻分野
や年齢などによって多層面の評価基準があり、他の組織、少なくとも高校・中学のような
年長者や校長・教頭による一律的評価が馴染まないことは明白である。ましてや、大学教
員に業務命令や業務指導などの意味不明かつ的外れ、場違いな要求は禁句であるばかりで
なく、大学の職場環境を著しく損ねることになる。 
 学校は教える側も教わる側も人である。サービス・マーケティングでは、サービスを人
ベースと設備ベースに分類して論じるが、その意味では学校はまさに人ベースのウェイト
が高いサービス業である。この純然たる事実から戦略を考えれば、ＨＲ戦略がいかに空虚
なものかわかるであろう。それでは、ＨＲ戦略に代わる戦略・戦術はどのようなものであ
ろうか。支援型組織を形成することである。支援型組織をひと口で表現すれば、学生の評
価を多層にし、時間軸も考慮して彼らのキャリア形成を大学内の組織・部門とリンクさせ、
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多方面からサポートすることである。近年さかんに使われる顧客満足（customer 
satisfaction：ＣＳ）は、学生を勉学以外の点もサポートしようというものだが、もっとも
わかりやすい例がキャリア・サポートあるいは就職あっせんサービスである。進路相談は
中学・高校など何れの段階の学校でも行われているが、大学は最終学歴になるものが多い
ことから、職業人として社会に送り出さねばならない。企業は学校とは比べ物にならない
ほどバリエーションがあるから、学生を最適な職種に就かせることはかなり難しい仕事で
ある。結果として、学生と就職先のミスマッチもありうる。大学が学生をどこまでサポー
トするかは、今後検討しなければならない重要な問題である。よく知られているように伝
統ある有名大学のブランド価値が高いのは、長年輩出されてきた卒業生が社会人として、
職業人として存在しているからである。この存在自体は緩やかなネットワークを構築する。
一生に一回でも卒業大学のアドバンテージを経験できるものは幸福だが、別段そうしたブ
ランド価値は常日頃意識して作用するものではない。しかしながら、知らず識らず、ブラ
ンド価値を確認する機会はある。バックボーンのない人間はいない。それなら大学はその
発信元のひとつになるべく組織を支援型に変革しておくべきである。大学教員は良くも悪
くも卒業生のバックボーンに影響を及ぼす核心的な存在である。大学や建物の風景は快適
さを保証するかもしれないが、遠い学び舎の記憶を呼び起こすときのトリガーになっても、
ブランドを形成するものではない。第２節で示唆した軽量型ＨＲ戦略は、短期的に大学に
利益をもたらしても、長期的にはブランド価値を高めることには貢献しないであろう。 
 
 
注 
(1) W.J. Baumol, J.C. Panzar and R.D. Willig, Contestable Markets and the Theory of 
Industry Structure, Harcourt Brace Jovanovich, Inc., 1982. 
(2) ケインズ経済学構築の貢献者として名をとどめている研究者グループである。当時のメンバ
ーには、ジョーン・ロビンソンやリチャード・カーン、ピエロ・スラッファ、ジェームス・
ミード、オースティン・ロビンソンなどの他に、関係者としてロイ・ハロッドやニコラス・
カルドア、ミハウ・カレツキ、アバ・ラーナー、リチャード・ストーン、ジョン・ヒックス
らがいた。みな世界的な経済学者である。  
(3) 新潟県村上市には、大手家電量販店ケーズデンキと真電が隣接して出店している。前者の住
所は新潟県村上市仲間町菖蒲田 261 番地であり、後者は村上市大字仲間町字菖蒲田 252 番地
である。 
(4) 森嶋通夫「誠実の証しとしての学問」 高田保馬博士追想録刊行会編 『高田保馬博士の生
涯と学説』 創文社 1981 年 p.189. 
